
低層住宅地

中規模一般住宅、農
家住宅が建ち並ぶ既
成の住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 200 100 低層住宅地

-

「都計外」
土砂災害警戒

市の人口は微減傾向にある。高齢化率は上昇速度が徐々に増して
いる。住宅着工戸数の総数は少ないが、直近１年はやや増加して
いる。

環境の変化に乏しい農家集落地域であり、土地需要は低迷を続け
ている。地域要因に特に大きな変化は見られない。

個別的要因に変動はない。

同一需給圏内は取引が少ないが、自用目的の取引が中心となっている、と考えられる。縁故取引等の特殊な価格形成も見ら
れるが、市場参加者は圏内にある類似物件の取引価格水準を指標に価格を決定する傾向にある。よって、取引事例を基礎と
した比準価格の説得力は高い。一方、過疎化傾向にある近隣地域周辺の賃貸需要は極めて乏しく、賃貸市場は形成されてい
ない。よって、収益価格は試算しない。従って、比準価格をもって鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

過疎化傾向が見られる郊外の集落地域であり、緩やかに衰退していく、と予測する。土地需要が乏しく、不動産取引は殆ど
見られない。地価水準は下落傾向で推移する、と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 12,400 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

神海駅
南東 700m

神海
700m

(8)

西5m市道

「都計外」

（その他）　　　　
土砂災害警戒

国道１５７号線背後の住宅
地域

基準方位　北　　
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

381

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 22.0 ｍ、　規模 350  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

12,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.2％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 27 平成 27年 7月 21日　提出

宅地-1

本巣市神海字東更屋敷６８１番３外

0.0

0.0

方位

台形

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 27年 1月]

平成 27年 6月 30日 正常価格

平成 27年 7月 16日平成 27年 7月 1日

4,570,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 12,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は本巣市、及び揖斐川町の北部山間部に点在する集落地域である。需要者の中心は地縁関係を持つ一次取得者層
であり、外部からの転入者は殆どいない。圏内では若年層を中心に都市部へ人口が流出しており、過疎化、高齢化による衰
退傾向が続いている。圏内の土地需要は低迷しており、不動産の取引は散発的にしか行われない状況にある。また、縁故取
引等、特殊な事情による取引も少なくない。このため、需要の中心となる価格帯の判定は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

本巣（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

本巣（県） －

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

板津不動産鑑定株式会社

加藤　誠治



低層住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ丘陵地の住宅
地域（宝珠ハイツ）

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 100 100 30 低層住宅地

-

(都)(60,200)
田園居住地区

市の人口は微減傾向にある。高齢化率は上昇速度が徐々に増して
いる。住宅着工戸数の総数は少ないが、直近１年はやや増加して
いる。

郊外の住宅団地として熟成しており、地域要因に大きな変化は見
られない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域では居住環境が重視され、戸建住宅目的の取引が中心となっている。また、市場参加者は類似物件の取引価格水準
を指標として価格を決定する傾向にある。よって、取引事例を基礎とした比準価格は市場の特性に合致し、説得力が高い。
一方、近隣地域内の用途はほぼ戸建住宅に純化しており、賃貸用の共同住宅は殆ど見られない。よって、収益価格は試算し
ない。従って、代表標準地との検討を踏まえ、比準価格をもって鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

熟成した住宅団地であり、今後も現状の住環境を維持するものと予測する。古い住宅団地であるため、若年層からの人気が
低く、居住層の高齢化が進行している。地価水準は下落傾向で推移する、と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 32,300 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

31,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

北方 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.5

+62.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

本巣駅
北東 2.5km

本巣
2.5km

(8)

南西6m市道

(都)
(60,200)

（その他）　　　　
田園居住地区

造成時期の古い郊外の住宅
団地

基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

199

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 15.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

31,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

51,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.2％ ％

166.1 ］

100［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 27 平成 27年 7月 21日　提出

宅地-1

本巣市文殊字小馬場５７番２０

+2.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 27年 1月]

平成 27年 6月 30日 正常価格

平成 27年 7月 16日平成 27年 7月 1日

6,290,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 31,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は旧本巣町、旧糸貫町及び旧真正町内に存する住宅地域。需要者の中心は本巣市内に在住する一次取得者層であ
る。圏内では北方町、瑞穂市の市街地に近い南方へ向かうほど人気が高くなる傾向にある。反面、圏内北部地域の人気は低
い。近隣地域は圏内の北寄りに位置する郊外住宅団地であり、居住層の高齢化が進んでいる。このため、需要は低迷してい
る。中心となる価格帯は、土地は６００万円程度、新築戸建ては２，５００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

本巣（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

本巣（県） －

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

板津不動産鑑定株式会社

加藤　誠治



低層住宅地

農地が多いなかに、
中規模一般住宅が散
在する住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 150 150 150 低層住宅地

-

(都)１住居(60,200)

本巣市の人口は平成２５年以降、横ばいから微減傾向に移ってい
る。

三橋地区は人気は高いが、需要を喚起する新規の宅地開発は見ら
れない。

特にない。

当該地域は収益性よりも居住の利便性・快適性を志向する住宅地域で、需要者は自己使用目的のサラリーマン層である。当
該地域にはアパートも見られるが、売買市場は自己使用目的が大部分である。よって、収益価格は参考程度に留め、市場の
実態を反映した比準価格を採用して、代表標準地との均衡に留意して、鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

当該地域は農地も比較的多く残るが、土地区画事業施行済みの居住環境良好な住宅地域であり、今後も徐々に住宅地域とし
て熟成度を増すものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 43,800 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

43,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

北方 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-0.6

+20.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

北方真桑駅
北東方 1.4km

北方真桑
1.4km

(8)

北6m市道

(都)１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

215

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 15.0 ｍ、　規模 210  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

43,000 円／㎡

18,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

51,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.8 ％ ％

119.3 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 27 平成 27年 7月 21日　提出

宅地-1

本巣市三橋３丁目１３３番１

0.0方位

　補正

正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 27年 1月]

平成 27年 6月 25日 正常価格

平成 27年 7月 15日平成 27年 7月 1日

9,250,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 43,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

35,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は本巣市及び北方町の住宅地域で、価格牽連性が強いのは本巣市南部住宅地域。需要者の中心は一次取得のサラ
リーマン層で、圏外からの転入者も見られる。旧真正町地区は不動産業者による分譲住宅販売が継続しているが、旧糸貫町
地区は入会地が多いため不動産取引はやや低調に推移している。なお、旧八ヶ村入会地については所有権移転登記が進んで
おり、今後は不動産取引の活発化が予測される。中心価格帯は分譲住宅で２５００万円程度と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

本巣（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

本巣（県） －

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊



戸建住宅地

戸建一般住宅が建ち
並ぶ既成の住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 40 50 40 戸建住宅地

-

(都)１住居(60,160)

消費増税の延期により駆け込み需要は暫時なくなったが、政策効
果により市況は緩やかに回復している。

住宅地としてほぼ熟成しており、団地内より規範性の高い取引事
例の収集は困難である。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅に純化した小規模の住宅団地であり、画地規模からも共同住宅の新築想定は困難であり、収益還元法は適用しなか
った。比準価格は価格牽連性が強い住宅地事例を厳選して採用しており、市場の実態を適切に反映できたと思料する。よっ
て、市場実証度が高く、説得性に優れる比準価格を標準とし、代表標準地との価格均衡に留意した結果、鑑定評価額は比準
価格とするのが適当と決定した。尚、単価と総額との相関関係にも留意した所である。

［

［

住宅
Ｓ３

変動要因に乏しい熟成した戸建住宅地域である。旧八ケ村入会地については、平成２７年度中の所有権登記が決定。担保設
定が可能となることから土地取引の促進が予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 42,900 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

41,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

北方 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.3

-0.4

+18.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

北方真桑駅
北 350m

北方真桑
350m

(8)

北西4m市道

(都)１住居
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

特にない 基準方位北、４ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

133

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 12.0 ｍ、　規模 140  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

41,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

51,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.8％ ％

123.8 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 27 平成 27年 7月 21日　提出

宅地-1

本巣市上真桑字旦内前１４００番９

0.0方位

　補正

正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 27年 1月]

平成 27年 6月 22日 正常価格

平成 27年 7月 13日平成 27年 7月 1日

5,550,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 41,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

34,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 真桑小学校校区内の状況類似住宅地域を同一需給圏と判定し、比較的広範囲より事例を収集した。需要の中心は地縁性を有
する一次取得者と解する。圏域では古い部類の一般住宅地であり、周辺の土地区画整理事業並びに新規住宅分譲地に拠る宅
地供給の影響下、需要の劣後を察知する。郊外部では、１８０～２８０㎡前後の土地が住宅用地の中心となっており、新築
建売住宅の中心価格帯は１９００万円前後が標準と解するが、１４００万円台の割安物件も現れ始めた。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

本巣（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

本巣（県） －

基準地番号 提出先

4 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

有限会社寺村不動産鑑定所

寺村　建一郎



低層住宅地

農家住宅が主体で、
農地も介在する住宅
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 200 50 170 低層住宅地

-

(都)(60,176)
田園居住地区

市の人口は微減傾向にある。高齢化率は上昇速度が徐々に増して
いる。住宅着工戸数の総数は少ないが、直近１年はやや増加して
いる。

農家集落的要素の強い地域であり、環境の変化に乏しい。地域要
因に特に大きな変化は見られない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域周辺では自用目的の取引が中心であり、市場参加者は類似物件の取引価格水準を指標に価格を決定する傾向にある。
取引事例を基礎とした比準価格はこのような市場の特性に合致し、説得力が高い。一方、近隣地域周辺には賃貸物件が殆ど
なく、賃貸市場の成熟の程度は低い。このような地域で共同住宅を想定することはやや現実性を欠くため収益価格は試算し
ない。従って、他の標準地との検討を踏まえ、比準価格をもって鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

環境の変化に乏しい地域であり、当面は現状の住環境を維持していく、と予測する。近隣地域周辺の土地需要は弱く、不動
産取引も少ない。このため、地価水準は下落傾向で推移する、と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 26,500 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

25,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

本巣 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.2

-0.4

+29.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

糸貫駅
南西 1km

糸貫
1km

(8)

西4.4m市道

(都)
(60,200)

（その他）　　　　
田園居住地区
(60,176)

特にない 基準方位　北　　
４．４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

576

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

25,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

33,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.6％ ％

128.7 ］

99.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 27 平成 27年 7月 21日　提出

宅地-1

本巣市随原字東出７６番１外

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 27年 1月]

平成 27年 6月 30日 正常価格

平成 27年 7月 16日平成 27年 7月 1日

14,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 25,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は旧本巣町、旧糸貫町及び旧真正町内に存する住宅地域。需要者の中心は本巣市内に在住する一次取得者層であ
る。圏内では北方町、瑞穂市の市街地に近い南方へ向かうほど人気が高く、ミニ開発宅地分譲が多く見られる。反面、圏内
中部、北部に位置する住宅地域の人気は低い。近隣地域は圏内の中央寄りに位置する未成熟な集落地域であり、需要は低迷
している。中心となる価格帯は、土地は１，０００万円程度、新築戸建ては２，５００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

本巣（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

本巣（県） －

基準地番号 提出先

5 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

板津不動産鑑定株式会社

加藤　誠治



低層住宅地

中規模一般住宅が連
担する既成住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 150 300 300 低層住宅地

-

「都計外」

本巣市全体の人口は平成２５年以降、微減傾向に転じた。なお、
旧根尾村地区は過疎化が進行している。

旧来からの集落地域で、特段の地域要因に変動はない。

特にない。

比準価格は取引事例が少ない中、隣接町の事例も含めて試算したが相対的信頼性は比較的に高いと思料する。なお、当該地
域は都市部から離れた集落地域で、貸家の需要・供給はなく、収益価格を求めることはできなかった。従って、比準価格を
採用し、景気は回復基調にあるものの、過疎化が進む当該地域の実情を考慮して、鑑定評価額を上記の如く決定した。なお、
当該地域は「都計外」で、規準とすべき地価公示標準地はない。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は中規模の農家住宅を主体とする既成集落地域で格別な変動要因もなく、しばらくは現状維持程度で推移するもの
と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 7,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

水鳥駅
北方 300m

水鳥
300m

(8)

西8.9m県道､
南側道

「都計外」

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、８．
９ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

733

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 35.0 ｍ、　規模 700  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

7,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.7 ％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 27 平成 27年 7月 21日　提出

宅地-1

本巣市根尾水鳥字東村２５２番外

0.0

0.0

0.0

方位

角地

台形

　補正

ほぼ台形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 27年 1月]

平成 27年 6月 25日 正常価格

平成 27年 7月 15日平成 27年 7月 1日

5,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 7,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は本巣市内及び隣接市町の住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは旧根尾村の地域。需要者は旧来から同一需給
圏内に地縁性を有する個人層で、圏外からの新規参入者は少ない。当該地域は都市部から離れる農家集落地域で、新規住宅
建設も見られず、静態的に推移している。なお、ここ数年、旧根尾村内の宅地取引は極めて低調に推移しており、中心価格
帯は見いだせにくい状況が続いている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

本巣（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

本巣（県） －

基準地番号 提出先

6 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊



低層店舗

県道沿いに店舗等が
建ち並ぶ路線商業地
域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 170 0 0 低層店舗

-

(都)近商(90,200)

岐阜・西濃地区は県内でも特にＳＣの供給過剰が目立つ。リニュ
ーアルにより顧客維持を図るＳＣが目立つ一方、負け組も現れ始
めた。

県道を隔てて、対峙する「リバーサイドモール」は平成２３年３
月以降休業状態が続く。

個別的要因に変動はない。

商業核の休業により路線商業地として衰退しており、売買・賃貸市場とも流通が停滞している。本件は、隣接する北方町を
含め広域に的確事例を収集した比準価格を標準に、収益価格を斟酌し、地価公示標準地、指定基準地からの検討結果も踏ま
えて、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｓ１

「リバーサイドモール」は休業状態が続く。東海環状自動車道「本巣ＩＣ」供用開始に向け、周辺取付道路等の整備も進ん
でおり、外縁の当該地域は衰退化の促進が必至。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 57,100 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

54,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

瑞穂 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.3

+3.4

+35.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

美江寺駅
北西 3.7km

美江寺
3.7km

(8)

北25m県道､
背面道

(都)近商
(80,200)

（その他）　　　　
(90,200)

特にない ２５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

1,078

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 40.0 ｍ、　規模 1,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

56,100 円／㎡

36,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

72,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.7％ ％

137.8 ］

99.0［ ］ 105.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 27 平成 27年 7月 21日　提出

宅地-1

本巣市温井字東川原３９番

+5.0二方路

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

54,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

北方 -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.3

+4.4

+29.0

-1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

71,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

131.6 ］

98.3［ ］ 105.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 27年 1月]

平成 27年 6月 22日 正常価格

平成 27年 7月 13日平成 27年 7月 1日

59,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 55,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

43,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 周辺幹線街路沿いの路線商業地域等からなる同一需給圏を判定した。需要の中心は広域的展開を図るチェーン店舗のフラン
チャイズであるが、近隣地域周辺は商業核の休業が続いており出店意欲が乏しい。県道の買収事例以外近時の土地取引に乏
しい。貸店舗については、坪４５００円前後の成約事例も現れ始めており、改善の兆しは認められない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

本巣（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

本巣（県） －5

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

有限会社寺村不動産鑑定所

寺村　建一郎



低層店舗

国道沿いに店舗等が
散在し、農地が多い
路線商業地域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 200 200 低層店舗

-

(都)準工(60,200)

アクセスのよいＳＣについては、増床、リニューアルによる地域
間競争が激化している。

平成３２年度の全線開通をめざし、東海環状自動車道「糸貫ＩＣ」
周辺では国県道の拡幅、迂回道路の整備計画が具体化しつつある。

北側隣接売り希望地は売れない状態が続いている。

隣接する北方町を含め広域に的確事例を収集した比準価格を標準に、具体の賃貸想定によった収益価格を斟酌し、地価公示
標準地、指定基準地からの検討結果も踏まえて、鑑定評価額を上記のとおり調整決定した。尚、単価と総額のバランスにも
留意した所である。

［

［

診療所兼住宅
Ｓ２

「糸貫ＩＣ」周辺では国・県道の拡幅計画、迂回道路の整備計画が具体化してきており、自動車交通の変化が地域発展の如
何を左右しそうである。同高速道路は、平成３２年全線開通予定。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 51,400 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

49,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

瑞穂 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.8

+2.7

+44.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

糸貫駅
東 760m

糸貫
760m

(8)

西12m国道､
三方路

(都)準工
(60,200)

（その他）　　　　
(70,200)

特にない １２ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

224

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 25.0 ｍ、　規模 400  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

50,600 円／㎡

31,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

72,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.5％ ％

152.1 ］

99.0［ ］ 105.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 27 平成 27年 7月 21日　提出

宅地-1

本巣市上保字糸貫川１２６１番４０

+5.0三方路

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

49,200

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

北方 -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.8

+3.7

+38.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.8

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

71,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

145.7 ］

98.3［ ］ 105.0［ ］

102.8［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 27年 1月]

平成 27年 6月 22日 正常価格

平成 27年 7月 13日平成 27年 7月 1日

11,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 49,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

39,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 周辺幹線街路沿いの路線商業地等からなる同一需給圏を判定した。需要の中心は広域的展開を図るチェーン店舗のフランチ
ャイズであるが、近隣地域周辺は商業核である「モレラ」に動員力があるものの、波及効果は少なく、近傍はむしろ小規模
の個性的な出店が多い。今後、東海環状自動車道の整備を前に、取付道路の整備が進むことから出店増への寄与が期待され
る。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

本巣（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

本巣（県） －5

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

有限会社寺村不動産鑑定所

寺村　建一郎
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